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１．当四半期決算に関する定性的情報

(1) 経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間の日本経済は、中国経済の先行き懸念による世界経済の減速の影響を受ける等、足元

では景気回復の動きが一服しており、新興国経済の動向によっては、今後の景気回復継続にはリスクも見受けられ

る状況となっています。

 当社をとりまく市場動向につきましては、主要顧客である電力業界における原子力発電所の稼働停止等により発

電コスト増大の影響が依然として継続しているものの、スマートメーター・スマートグリッド関連への投資が顕在

化しつつある状況です。

 当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、ネットワーク工事保守が減少したものの、情報通信機器製

造販売が増加したため、前年同期より20.3％増の132億６百万円となりました。

 損益につきましては、営業利益は97百万円（前年同期比３億23百万円増）、経常利益は１億50百万円（同３億35

百万円増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億４百万円（同３億12百万円増）となりました。

 

 以下、セグメントの概況をご報告いたします。

 

〔情報通信機器製造販売〕

 スマートメーター・スマートグリッド関連機器が大幅に増加したため、売上高は前年同期より48.2％増の89億

54百万円となり、セグメント利益につきましては売上の規模増に伴い、前年同期より383.3％増の６億75百万円

となりました。

 

〔ネットワーク工事保守〕

 通信設備工事・保守の発注抑制の影響により、売上高は前年同期より13.8％減の42億51百万円となり、セグメ

ント損益につきましては、６億９百万円の損失（前年同期比２億31百万円の悪化）となりました。

 

(2) 財政状態に関する説明

（資 産）

 当第２四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ４億56百万円減少し200億57百

万円となりました。

 これは主に、仕掛品が11億63百万円増加したもの、現金及び預金が５億32百万円減少、受取手形及び売掛金の

回収により12億９百万円減少したことによります。

 

（負 債）

 当第２四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ４億２百万円減少し107億86百

万円となりました。

 これは主に、支払手形及び買掛金が６億61百万円増加したものの、未払金の支払により６億２百万円減少、未

払消費税等の支払により２億14百万円減少したことによります。

 

（純資産）

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ54百万円減少し92億70百万円

となりました。

 これは主に、利益剰余金が、配当金の支払73百万円及び親会社株主に帰属する四半期純利益２億４百万円の計

上により１億31百万円増加したものの、非支配株主持分が１億89百万円減少したことによります。

 

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 本日付で「平成28年３月期第２四半期連結累計期間の業績予想値と実績値との差異に関するお知らせ」を公表し

ておりますのでご参照下さい。

 連結業績予想につきましては、特にネットワーク工事保守分野の事業環境の回復に遅れが見られること、研究開

発費の下期繰延等の影響を鑑み、平成27年５月13日付で公表いたしました通期の連結業績予想に変更はありませ

ん。

 なお、当社グループは、事業の関係から、情報通信機器、工事保守の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集

中しているため、第１四半期から第３四半期における各連結会計期間の売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の

売上高が多くなるといった季節的変動がありますが、今般は特にスマートメーター・スマートグリッド関連機器の

売上が通年を通して平準化されていることから、同変動が緩和する傾向にあります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用の計算

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映される方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等

 該当事項はありません。
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４．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,949,863 4,417,427 

受取手形及び売掛金 5,156,942 3,947,672 

電子記録債権 217,484 351,511 

有価証券 300,000 300,000 

商品及び製品 189,902 175,577 

仕掛品 2,907,750 4,071,248 

原材料及び貯蔵品 278,351 185,487 

その他 882,755 997,471 

貸倒引当金 △11,282 △6,305 

流動資産合計 14,871,767 14,440,090 

固定資産    

有形固定資産    

土地 2,245,686 2,245,686 

その他（純額） 1,593,786 1,596,990 

有形固定資産合計 3,839,472 3,842,676 

無形固定資産 267,224 304,168 

投資その他の資産    

その他 1,536,107 1,472,212 

貸倒引当金 △871 △1,610 

投資その他の資産合計 1,535,235 1,470,601 

固定資産合計 5,641,933 5,617,447 

資産合計 20,513,700 20,057,538 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,284,391 3,946,193 

電子記録債務 112,015 178,108 

短期借入金 150,000 150,000 

未払法人税等 356,616 207,436 

未払消費税等 293,845 79,460 

賞与引当金 750,223 795,551 

役員賞与引当金 13,280 － 

工事損失引当金 373,365 267,543 

その他 1,668,597 1,111,933 

流動負債合計 7,002,333 6,736,227 

固定負債    

役員退職慰労引当金 103,652 78,646 

退職給付に係る負債 3,914,358 3,857,916 

資産除去債務 85,613 85,613 

その他 82,762 28,242 

固定負債合計 4,186,386 4,050,419 

負債合計 11,188,719 10,786,646 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,708,389 2,708,389 

資本剰余金 1,442,759 1,442,759 

利益剰余金 4,615,363 4,746,380 

自己株式 △4,521 △4,521 

株主資本合計 8,761,990 8,893,008 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 148,625 123,202 

退職給付に係る調整累計額 △596,273 △566,094 

その他の包括利益累計額合計 △447,647 △442,891 

非支配株主持分 1,010,638 820,775 

純資産合計 9,324,981 9,270,891 

負債純資産合計 20,513,700 20,057,538 
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 10,973,480 13,206,234 

売上原価 9,034,312 10,856,093 

売上総利益 1,939,168 2,350,140 

販売費及び一般管理費 2,165,002 2,252,265 

営業利益又は営業損失（△） △225,834 97,874 

営業外収益    

受取利息 539 757 

受取配当金 18,135 9,539 

受取賃貸料 27,999 31,704 

貸倒引当金戻入額 6,973 4,238 

その他 17,303 28,298 

営業外収益合計 70,950 74,538 

営業外費用    

支払利息 1,388 1,059 

固定資産除却損 11 13,579 

退職給付会計基準変更時差異の処理額 27,621 － 

支払補償費 － 4,577 

その他 617 2,411 

営業外費用合計 29,638 21,628 

経常利益又は経常損失（△） △184,522 150,784 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△184,522 150,784 

法人税等 △7,114 118,157 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △177,408 32,627 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △69,612 △171,768 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△107,795 204,395 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △177,408 32,627 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 32,783 △20,975 

退職給付に係る調整額 34,733 7,636 

その他の包括利益合計 67,516 △13,338 

四半期包括利益 △109,891 19,288 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △17,890 209,151 

非支配株主に係る四半期包括利益 △92,001 △189,862 
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△184,522 150,784 

減価償却費 218,123 220,713 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,973 △4,238 

賞与引当金の増減額（△は減少） △81,773 45,328 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,440 △13,280 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △44,538 △25,006 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △48,359 △48,804 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 229,000 △105,822 

受取利息及び受取配当金 △18,674 △10,297 

支払利息 1,388 1,059 

売上債権の増減額（△は増加） 2,363,429 981,231 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,110,800 △1,056,309 

その他の資産の増減額（△は増加） 79,498 103,505 

仕入債務の増減額（△は減少） 353,584 723,014 

未払消費税等の増減額（△は減少） 82,777 △230,377 

その他の負債の増減額（△は減少） △538,217 △648,225 

その他 △460 9,635 

小計 1,274,041 92,910 

利息及び配当金の受取額 18,670 10,328 

利息の支払額 △1,391 △1,059 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 40,412 △322,998 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,331,733 △220,819 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △50,000 － 

定期預金の払戻による収入 50,000 400,000 

有形固定資産の取得による支出 △204,959 △194,741 

無形固定資産の取得による支出 △43,375 △85,744 

投資有価証券の取得による支出 △3,248 △3,842 

貸付けによる支出 － △800 

貸付金の回収による収入 1,223 664 

その他 3,035 54,092 

投資活動によるキャッシュ・フロー △247,323 169,629 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース債務の返済による支出 △8,726 △7,847 

自己株式の取得による支出 △120 － 

配当金の支払額 △73,380 △73,378 

非支配株主への配当金の支払額 △15,522 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,749 △81,225 

現金及び現金同等物に係る換算差額 471 △20 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 987,131 △132,436 

現金及び現金同等物の期首残高 4,210,567 4,489,863 

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,197,699 4,357,427 
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(4) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

情報通信機器 
製造販売 

ネットワーク 
工事保守 

売上高      

外部顧客への売上高 6,043,611 4,929,868 10,973,480 

セグメント間の内部売上高又は振替高 156,860 136,815 293,675 

計 6,200,471 5,066,684 11,267,156 

セグメント利益又は損失（△） 139,836 △378,128 △238,292 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △238,292  

セグメント間取引消去 12,457  

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △225,834  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月

17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67

項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定

方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメント損益に与え

る影響は軽微であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

情報通信機器 
製造販売 

ネットワーク 
工事保守 

売上高      

外部顧客への売上高 8,954,335 4,251,899 13,206,234 

セグメント間の内部売上高又は振替高 229,166 182,908 412,075 

計 9,183,501 4,434,807 13,618,309 

セグメント利益又は損失（△） 675,778 △609,856 65,922 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 65,922  

セグメント間取引消去 31,952  

四半期連結損益計算書の営業利益 97,874  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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